
0.0

10000.0

20000.0

30000.0

40000.0

50000.0

60000.0

製造 施⼯ 運⽤ 改修 修繕 解体 廃棄

内部コストと外部コストの関係
税別単価（円/m2） 統合化（JPY/m2）

A.  製品・システムなど、様々な対象の環境負荷削減策の検討
B. 実社会での環境情報の発信・利活用の課題とその改善
C. 評価手法（精度分析等）、評価用データベース等の研究・開発

ライフサイクルアセスメント（LCA）
などによる環境負荷削減

小林謙介研究室 検索

http://www.pu‐hiroshima.ac.jp/~kensuke/

小林謙介 略歴：
1978年 愛知県生まれ
2006年 東京理科大学大学院 理工学研究科 建築学専攻 修了（博士(工学)）
2006～2010年 産業技術総合研究所 LCA研究センター 特別研究員
2010～2014年 東京理科大学 理工学部 建築学科 助教
2014年～ 県立広島大学 生命環境学部 環境科学科 准教授

循環型社会構築のためには、環境影響の定量分析による負荷削減策の検討が欠かせません。
本研究室では、環境影響を定量化するLCAなどを活用し、循環型社会構築に資する研究を行っています。

公開用整
理番号

種類 分類 名称 単位
GHG排出量[kg-

CO2e/単位] 
55 製品 農業 玄米 kg 1.35E+00

56 製品 農業 麦類 kg 6.22E-01

57 製品 農業 豆類 kg 8.90E-01

58 製品 農業 雑穀 kg 2.75E-01

59 製品 農業 いも類 kg 5.23E-02

60 製品 農業 果菜類（ 施設） kg 1.90.E+00
61 製品 農業 果菜類（ 露地） kg 3.91.E-01

62 製品 農業 葉茎菜類 kg 3.33E-01

63 製品 農業 根菜類 kg 2.28E-01

64 製品 農業 しいたけ（栽培） kg 3.72E+00

65 製品 農業 きのこ（栽培） kg 1.65E+00
66 製品 農業 仁果果実 kg 4.65E-01

67 製品 農業 かんきつ類果実 kg 6.83E-01

68 製品 農業 核果果実（もも、すもも、さくら んぼ、うめ等） kg 9.67E-01

69 製品 農業 熱帯産果実（キウイフルーツ、パインアップル等） kg 5.51E-01

70 製品 農業 飼料作物（トウモロコシ等） kg 2.99E-02

✔指針（ガイドライン）
例：建物のLCA指針（建築学会）

✔LCAデータベース（バックグラウンドデータベース）
例：IDEA （Inventory Database for Environmental Analysis） ・計算ソフト（MiLCA）に実装
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社会活動等（主なもの）：
✔（独）産業技術総合研究所 安全科学研究部門 社会とLCA研究Gr. 客員研究員
✔日本建築学会 地球環境委員会 LCA小委員会
✔建築環境・省エネルギー機構 CASBEE 資源循環検討小委員会
✔経済産業省 環境負荷可視化に係る国際動向の勉強会
✔広島県三次市 三次市環境審議会 などなど多数

✔実社会での成果反映

A. 環境面を
考慮した資源活用

木質バイオマス
の生産・蓄積

建物資材・建築物

発電・熱利用
木くず発電・熱利用

エネルギー利用

他産業の木くず

建物解体等

他産業の木（又は紙）製品

木くずMR

他産業の
発電・熱利用

他産業の
発電・熱利用

・木材工業残材（製
造時）
・木くず

・製品輸入
→製材1591→1331→1014万㎥
→合板842→795→575万㎥
→チップ3698→3291→2754万㎥

・素材(丸太)生産量<需>
3601→2915→ 2400万㎥
国産輸入内訳
→国内1799→1703→1796万㎥
→海外1802→1212→604万㎥
用途別内訳
→製材用2502→1956→1515万㎥
→合板用538→460→379万㎥
→チップ用473→392→319万㎥
樹種別内訳<統>
→国産材

→すぎ778→777→905万㎥
→ひのき231→201→203万㎥
→からまつ158→191→199万㎥
→その他針葉樹

285→202→173万㎥
→広葉樹347→247→240万㎥

→南洋材309→138→53万㎥
→米材811→533→401万㎥
→北洋材573→484→98万㎥
→NZ材187→97→86万㎥

・建築での利用<AIJ>
合計 推1626.0→1486.9→1143.4万トン
→製材 推1280.0→1172.3→917.8万トン
→合板 推175.7→178.9→125.9万トン
→他 推170.3→135.7→99.6万トン

・建設発生木材<副>
268→278→249万トン

・建築木くずMR（紙）<小>
19→36→36万トン（新解合計）

・建築木くずMR（PB）<小>
18→34→34万トン（新解合計）

・建築木くずTR<小>
52→97→98万トン（新解合計）

＊データの主な出所＊ <需>木材需給表、農林水産省、 <統>木材統計、農林水産省、
<AIJ>建物のLCA指針、AIJ、<副>建設副産物実態調査、国土交通省、 <小>小林ら、建築
廃棄物処理の現状分析と環境負荷削減の可能性、AIJ環境系論文集、pp.97-104、2009.1

2000年→青字、2005年→黒字、2010年→赤字

注記： 本図は複数の資料をもとにデータを整備している。異なった出所間の
数値に極端に大きな違いはないが、完全に一致していない部分がある。
建設発生木材及びMR、TR量の2010年値は2008年建設副産物実態調査に基
づく。 図中「MR」はマテリアルリサイクル、「TR」はサーマルリサイクルの意。

2000年：青字 2005年：黒字 2010年：赤字

建築における木材マテリアルフロー

B. 建築分野における実社会での環境情報の活用

C. LCAデータベースの研究・開発

A-1. 環境面からみた
木材の有効利活用

B-2. 建築物における
環境会計の活用

B-1. 建築物の評価における
環境情報の利活用

B-3.建築物の評価ツール
の改善に関する研究

C-1. 海外のバックグラウンドデー
タの推計手法構築に関する研究

C-2.電力に関わるインベントリ
データの構築に関する研究

C-3. 産業連関表を用いた
バックグラウンドデータの開発

マテリアルフロー分析や、環境影響分
析などを実施の上、木材の森林からの供
給や木くずの発生量等の将来予測を行い、
広島県（特に備北地域）の木材資源利活
用策を提案します。

建築物の外部コスト分析

カーボンプライシングや自然資本会
計など環境影響の価格換算に関する取
り組みが議論されています。建築物の
評価において、これらの活用方法を提
案することを目的に研究を行います。

住宅の評価例とCFP取得への取組

建築・建材分野におけるLCAの一層の
活用策を提案することを目的に、建築実
務者のLCAの活用実態を調査・分析しま
す。また、建築物の評価のルール構築等
を行います。

IDEAを用いたツール開発

建築物に関するLCA実施をより普及
させるためには、評価作業の簡便化が
欠かせません。評価作業の負荷を軽減
するための評価ツールを開発します。

画像：大東建託様WEB

日本と中国の電力原単位の比較

日本のDBは開発されていますが、輸出入など、海
外での影響を考慮した評価も必要不可欠です。そこ
で日本のデータをベースに、可能な限り精度高く、海
外の原単位データを推計する手法を開発します。
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電力は、ほぼすべての製品・サービスで利用さ
れるため、非常に重要である。これまでの電力デー
タの作成方法を見直し、より質の高いデータへと改
善するための研究を行います。

各国のデータの違いを分析し、推計手法を構築

実態調査やモデル建物分析などを通し
一層活用しやすいLCAを提案

環境動態分析で効率的利用法を提案

環境影響を貨幣価値換算、積算等の
実務での活用方法を提案
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■評価している
■今後重要になる

建築分野のニーズを踏まえたDB開発

建築実務者のニーズを把握し、原単位だけでは
なく、単位換算データなど、評価作業の効率化を目
的とした、データベースの構築手法を提案し、作成
します。

CO2だけでなく、多様
な環境負荷物質のデータ
ベースの構築も視野に

＊本研究室は、わが国最大のDBであるIDEA(Inventory Database for 
Environmental Analysis)や、建築学会のAIJ-LCAの研究開発を実施

・一場木工所様（広島県三次市）
＊おもちゃとしてはわが国初の取得

・安藤ハザマ様
・広島県木材組合連合会様
・神石高原町様 など多数

入力‐1シート　基本情報

建物名

建物用途

主要構造 木造

延床面積 134 ㎡

基準案 対策案
評価期間 90 90 年
建替周期 30 90 年

新築工事補正 基準案 対策案  
　建　　　築 1 1

設計監理料率 参考値
　新築工事 3 ％　← 3 ％
　改修工事 5 ％　← 5 ％

物価補正(2005年＝1.0）
　計算年次 2006年 ← 2011年
　消費税 1.05 ← 1.05
　建　　　築 0.816 ← 0.954
　設計監理 0.911 ← 1.004
　廃棄処分 0.933 ← 1.008

ライフサイクルインベントリ分析のシステム境界、特性化係数、影響領域相互の重み係数
インベントリデータ
項目

環境影響
領域間の
重み係数

オゾン層
破壊

地球温暖
化

酸性雨 健康障害
（大気汚
染起因）

エネル
ギー資源
枯渇

システム
境界

1 1 1 1 1

CFCs(CFC11換算)他産業波及は含まず 1
CFCs(CO2換算) 他産業波及は含まず 1
エネルギー 1
CO2 1
SOｘ 1 1
NOｘ 0.7 1.39
CFCs

戸建住宅モデル

戸建住宅

④海外資本形成含
④海外資本形成含

④海外資本形成含
④海外資本形成含

建築物のLCAツール
戸建住宅版　　ver.2.00

2005年産業連関表データ対応版
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日本建築学会

建設 廃棄

建築物のライフサイクル

酸性化 大気汚染

地球温暖化
資源枯渇
廃棄物

オゾン層破壊

改修資材製造設計 運用
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初心者にも活用しやすい評価
ツールを研究・開発

電力はほぼ全てに用いられる。電力
データの精度向上等の手法を研究。

公立大学法人 県立広島大学
生命環境学部 環境科学科

小林謙介 研究室

・大東建託様
多数の環境配慮の取組


